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幸福度とは

幸福度とは、個人が人生の満足度や幸福度をどのように評価し
ているかを判断する指標

幸福度に与える要因は、家族との時間や仕事のやりがい、収入
や資産などさまざまある

出典 鶴見哲也(2021).「幸福の測定ウェルビーイングを理解する」中央経済社、
p28~29



日本はどうなってる？

幸福度ランキングでは、
日本は51位で昨年の47位
より後退し、主要7カ国
（G7）の中で最下位

出典 World Happiness Report「Figure 2.1: Country Rankings 
by Life Evaluations in 2021-2023 (continued)」p.16WHR+24.pdf 

(happiness-report.s3.amazonaws.com) 2024年8月16日 閲覧
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先行研究

幸福度を測る指標には、生活満足度調査のような主観的なモノ
とデータに基づいて測る客観的なものがある

浦川(2011)では、幸福度を失業率で測定

→失業率＝幸福度なのか？

出典 浦川邦夫 「幸福度の研究現状ー将来不安への処方箋」日本労働研究雑誌
2011 No. 612 4~15.



悲惨指数

経済学者のアーサー・オークンがインフレ率と失業率を合計す
ることで国民の経済的な悲惨さを数値化した悲惨指数(Misery 
Index)を考案した

計算式：MI=失業率+インフレ率



MI
2009年リーマンショック
が要因で悲惨指数が上昇

(％)



BMI(Barro Misery Index)

BMIとは経済学者バローが考案した悲観指数

→オークンの悲惨指数に加え金利と実質GDP成長率過不足分
で悲惨さを測る

出典 BloombergBusinessweek Businessweek Archives  Reagan Vs. Clinton: Who's The Economic Champ?

https://web.archive.org/web/20121022195246/http://www.businessweek.com/stories/1999-02-21/reagan-vs-dot-clinton-
whos-the-economic-champ 

2024年6月25日 閲覧

計算式：BMI=失業率+インフレ率+長期金利+GDP成長率過不足分



MIを採用しなかった理由

歴史的事実と一致しな
い部分があるから

(％)
(％)



BMIの要素１ 失業率

失業率の上昇

⇒所得(家計の収入)の減少

⇒消費の減少

⇒企業の売上の減少

⇒家計の所得の減少



日本の失業率

2024/06/01 日本経済新聞 朝刊 5ページ 出典
e-stat 政府統計の総合窓口 https://www.e-stat.go.jp/ 2024年7月5日閲
覧

(％)



BMIの要素２ インフレ率

インフレ率＝物価の上昇

物価の高騰によって消費者の購買力の減少

物価の高騰によって家計が苦しい状態に

⇒貧困率の上昇



→GDPデフレーター＝(名目GDP/実質GDP)×100

→インフレ率＝(今年のGDPデフレーター－去年のGDPデフレーター)/去年のGDP
デフレーター×100(％)

出典 e-stat 政府統計の総合窓口

https://www.e-stat.go.jp/ 2024年7月5日閲覧

実際のインフレ率

インフレ率＝GDPデフレーターの変化率

(％)



実質賃金26か月連続減少 過去最長を更新

物価が急激に上昇して
いることが分かる

名目賃金は上昇↑ 実質賃金は減少↓

名目賃金/物価

出典 e-stat 政府統計の総合窓口

https://www.e-stat.go.jp/ 2024年7月5日閲覧

(％)



BMIの要素３ 長期金利

家を買うため⇒金利が上昇する

⇒住宅ローンを組む

⇒ローンを組んだ人の返すお金が増える

⇒消費活動を行える選択肢が少なくなる

⇒悲惨さが上昇



日本の長期金利

〇バブル崩壊後から続い
たデフレ状態を脱却する
ために金融緩和を行った

〇リーマンショック

出典 日本銀行「長・短期プライムレート（主要行）の推移 2001年以降」長・短期プライムレート（主要行）の推移 : 日本

銀行 Bank of Japan (boj.or.jp) 2024年7月12日閲覧



BMIの要素４ 実質GDP

実質GDPが減少することによって実質賃金が減少の可能性

日本の実質GDPのグラフ（年でみている）

過不足分とは、実質GDP(1994年～2023

年の実質GDP)の平均と、ある時点の実質
GDPとの差のこと
これを平均で割ったものが過不足率

(例)1994年の実質GDPと平均との差を平均
で割る

(446,534.50-511,083.02)/511,083.02×100

=-12.63

出典 e-stat 政府統計の総合窓口 https://www.e-stat.go.jp/ 2024年7月12日閲覧

(％)



BMIまとめ

BMIとは経済学者バローが考案した悲観指数

BMIが高くなると悲惨さが増す

BMIが低くなると悲惨さが減る

BMI=失業率+インフレ率+長期金利+GDP成長率過不足分



日本のBMI

※（2011年は東日本大震災発生でデータがないため空白）

◎1995年から年々減少して
いる
point①2009年
→リーマンショックが要因で
悲惨指数が上昇している

point②2020年
→新型コロナウイルスが要因
で悲惨指数が上昇している

(％)



BMIに影響を及ぼす要因：為替レート

幸福度を考えるにあたって、物価が影響しており、その物
価に為替レートが関係している

例えば、円安になることで物価高騰になる

円安になった結果、人びとの消費支出が増え、柔軟な支出
ができない

悲惨指数に関係があるのではないか



為替と物価

円安の時・・・輸出の増加→円を売ってドルを買う

円高の時・・・輸入の増加→円を買ってドルを売る

円安→貨幣価値の減少→物価水準の上昇

円高→貨幣価値の上昇→物価水準の低下

インフレ率⇒継続的な物価の上昇



インフレ率と為替の相関

相関係数：0.212474

出典 e-stat 「主要時系列統計データ表」 為替相場（東京インターバンク相場）https://www.stat-

search.boj.or.jp/ssi/mtshtml/fm08_m_1.html 2024年7月16日閲覧



為替

2024年8月5日の東京外国為替
市場で、対ドルでの円相場は、

1ドル＝143円を推移した

日本経済新聞 「日経平均、一時2700円超安」夕刊 1ページ



BMIに影響を及ぼす要因2：最低賃金

最低賃金が下がると、所得が減少することになる

⇒所得が減少すると支出の柔軟性が制限される

悲惨指数に影響があるのではないか



最低賃金

2024年7月25日岸田総理大
臣が最低賃金を全国平均で
50円引き上げた

→過去最大の上げ幅

全国平均の時給は1054円

→前年度からの上昇率は
4.98％

日本経済新聞 朝刊 5ページ2024/07/26 



理論から実証分析に移る



回帰分析：為替

回帰式（単回帰分析）

𝑌=𝛼＋𝛽×𝑋_1+𝜔

y=BMI, 𝛼＝切片, 𝛽＝係数, X_1=為替, ω＝誤差項

BMI＝切片＋係数×為替＋誤差項

観測数：28



単回帰分析：為替

・有意な結果ではない

→為替は、投資家の投
機的動機によっても変
化するから

・必ずしも円安が物価
上昇につながるわけで
はない



回帰分析：最低賃金

回帰式（単回帰分析）

𝑌=𝛼＋𝛽×𝑋_2+𝜔

y=BMI, 𝛼＝切片, 𝛽＝係数, X_2=最低賃金, ω＝誤差項

BMI＝切片＋係数×最低賃金＋誤差項

観測数：28



単回帰分析：最低賃金

•有意な結果が得られ
た

→所得が減少すると支
出の柔軟性が制限され
るから



重回帰分析：為替・最低賃金

回帰式（重回帰分析）

𝑌=𝛼+𝛽×𝑋_1+γ×𝑋_2+𝜔

y=BMI, 𝛼＝切片, 𝛽＝為替の係数, X_1=為替,

γ＝最低賃金の係数, X_2=最低賃金, ω＝誤差項

BMI＝切片＋係数×為替＋係数×最低賃金＋誤差項

観測数：28



重回帰分析

最低賃金…有意
為替…有意ではない

→為替は、投機的動機
によって変化するから



重回帰分析：BMIの各要素

回帰式（重回帰分析）

𝑌=𝛼+b×𝑋_1+c×𝑋_2×d×𝑋_3×e×𝑋_4+𝜔

y=BMI, 𝛼＝切片, b＝失業率の係数, X_1=失業率,

c＝インフレ率の係数, X_2=,インフレ率, d=GDP過不足率の係数,

X_3=GDP過不足率 e=長期金利の係数 X_4=長期金利 ω＝誤差項

BMI＝切片＋係数×為替＋係数×最低賃金＋係数×GDP過不足率＋係数×

長期金利＋誤差項

観測数：28



最低賃金とBMIの各要素との重回帰分析

失業率が低下すれ
ば、最低賃金が上
昇するということ
が分かる



リサーチクエスチョン

≪BMIを小さくするためには？≫
→幸福度をBMIで評価し、BMIの低下で幸福度が高まると考える

回帰分析の結果から、

最低賃金がBMIに関係がある

最低賃金は、失業率に影響がある

完全失業率を下げる政策！



完全失業率の推移

統計局ホームページ「労働力調査（基本集計）2022年（令和４年）平均結果の要約」
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/pdf/index1.pdf

・2010年から年々
低下している
・2022年→2.6％

2.6％

(％)



県別1人平均年間総実労働時間

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

東北地方などの過疎
地域に実労働時間が

多い

(時間)



東京都や大阪府などの都市圏に
完全失業者数が多い

都道府県別完全失業者数

e-stat 政府統計の総合窓口
労働力調査 / 都道府県別結果（モデル推計値）年次
https://www.e-stat.go.jp/ 2024年10月28日 閲覧

(人)



失業者に対する取り組み

・ハローワーク⇒一般的に普及しているもの

・緊急雇用創出事業⇒平成時代の政策で現在は行っていない

・ワークシェアリング



ワークシェアリングとは

・ワークシェアリングとは、雇用の維持・創出を目的として労働
時間の短縮を行うものである

・わが国の現状においては、多様就業型のワークシェアリングの
環境整備に早期に取り組むことが適当である

出典「ワークシェアリングについての一考察」 野北晴子 広島経済大学経済研
究論集第25巻第l号



産業別失業率トップ

≪2016～2019≫

非農林業計

製造業

運輸業，郵便業

宿泊業,飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

サービス業（他に分類されな
いもの）

≪2020～2022≫

非農林業計

製造業

情報通信業

宿泊業,飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

サービス業（他に分類されな
いもの）

出典 e-stat 政府統計の総合窓口 https://www.e-stat.go.jp/ 2024年10月15日閲覧



過疎地域の観光業をワークシェアリングをしよう!!

・人口が集中する都市部に完全失業者が多い
・過疎地域に実労働時間が多い



政策

「ワ―ケーションプログラム」

観光をしながら過疎地域で働く「ワーケーションプログラム」を、

失業者向けに変えた形で導入する

ワ―ケーションとは、「ワーク
Work＝仕事」と「バケーション
Vacation＝休暇」を組み合わせた
造語で、観光地やリゾート地など、
普段のオフィスとは離れた場所で休
暇を楽しみながら働くこと。

観光×仕事



政策
失業者は、就業技術がないと働けないため、求職者に対して、国
が就業訓練を行う。行政法人「高齢者・障がい者・求職者雇用支援
機構(JEED)」と協力し、働く上で必要な専門技術を取得する

<詳細>

・求職者に向けて、観光業の
中の宿泊施設での業務内容(右
図)で、就業訓練を行う

・資金面の問題は、失業保険
から賄うことで解決



ヒアリング結果 厚生労働省愛知県労働局職業安定課 天野様、青野様

「可能ではあるが、その結果、ワ―ケーション地域に人が来るかは分からな
い」

「BMIの要素が失業率だけではないので

一概に政策を行った結果BMIが下がるとは

言い切れないが下がる可能性はある」

実現可能性について

政策を行った結果について

2024年10月29日 14:00～16:00



ヒアリングによる改善案①

①ワ―ケーションをするために、事前に各地域の魅力を高める必要があ
る

(例)北海道のニセコでは何もない森の状態から観光名所になった

自治体の費用協力が必要

→費用対効果が確認できれば、地方自治体が協力できる

資料によると、「自主財源の乏しいニセコ町では、国や道に対する依存度が高く、歳入の主なもの
は地方交付税、譲与税、補助金などの国庫支出金・道支出金で全体の57.8％を占め、不足する財源は
町債でまかなわれています。」とある

出典：北海道ニセコ町「ニセコ町の財政」https://www.town.niseko.lg.jp/chosei/keikaku/plan/sogo_keikaku/sogo4/3genjo_7/# 閲覧日2024/11/5

改善案



現在のワ―ケーションの財源

国(法人税)

企業が所属する自治体(法人住民税・法人事業税)

税制控除

企業

寄付

計画の認定

内閣府

地方公共団体が
地方版総合戦略を策定

地域再生計画

地方公共団体が地域再生計画を作成

出典:自治体のワ―ケーション推進に！「地方創生テレワーク
交付金」の最新動https://www.jtbbwt.com/government/trend/detail/id=1611



ヒアリングによる改善案②

②働きたくなるようなインセンティブを作る

・生活環境の改善(物価、住宅費）

→その場所にしかない魅力をどれだけ伝えられるか

インセンティブ内容

(例) ・職場環境の改善(労働力増加により、休暇が取りやすくする)  

・住宅費用の大幅負担

・地域特有の商品やサービス(温泉など)を受け取れる

改善案



政策の効果

この政策を行うことで、
・業務内容を深く理解した上で、「ワ―ケーションプログラ
ム」を実施することができる
・専門技術が無くて、職に制限を感じている完全失業者の懸
念点を排除することができる

就業訓練 ワ―ケーションプログラム



結び
・BMIが低下するためには、完全失業率を低下させる必要がある
→今回、観光業に着目し、過疎地域の労働力を都市部の完全失業者が
補完する政策を考案した

→この政策を行うことで、失業率が下がる可能性はあるが、働き手が
実際にワ―ケーションをする地域に来るのかという問題
⇒そこで働き手のその地域で働くインセンティブを高めるなどの工夫
が必要
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